
1．はじめに

日本 EPI 協議会注 1)（http://jea-ip.info/）では 2019 年

から 2020 年にかけて IP ランドスケープをテーマに解析

手法についてのワーキング活動を行った。本稿では，活動

を通して得られた知見について紹介する。

2．ワーキング活動「IP ランドスケープ」

近年，知財情報は経営判断の一要素としても考慮される

ようになり，企業において IP ランドスケープの活用が期

待されつつある。IP ランドスケープとしては知財情報だ

けでなく，市場情報，外部要因についても加味する必要性

がある。各委員のスキル向上や知見の共有を目的に，IP
ランドスケープに関するワーキング活動を実施した。

テーマとしては身近な家電である炊飯器を題材に，3
チームに分かれ，それぞれが別の炊飯器メーカー（A 社，

B 社，C 社）を担当した。国内市場をターゲットに分析を

行い，市場ポジションの確認や，事業戦略，経営層への提

言等を検討した。

本稿では，市場概況と共に，これら 3 チームの分析事

例を紹介する。なお，IP ランドスケープ手法の研究を目

的にしたワーキング活動であり，間違いやミスリードが
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あったとしても，その点はご容赦頂きたい。

3．市場概況 炊飯器事業を取り巻く状況

日本の人口は減少傾向にあるとともに，一人当たりの米

の年間消費量は減少している 1)。しかし，炊飯器や電子レ

ンジといった家電製品には安定した買い替え需要が存在す

る。

2019 年度実績で，日本国内の炊飯器の出荷金額は 1,103
億円と算定されている。また，出荷台数はこの 10 年，

500 万台を維持している 2)。各種メディアの情報では，平

均価格は上昇傾向にあり，5 万円以上の高価格帯の製品の

人気が高まっていることがわかる 3)4)。

グローバル視点では，2018 年，中国企業の生産実績が

台数ベースで世界市場の 88.7％以上を占めている。中国

人によるインバウンド需要，炊飯器の爆買いについて，し

ばしば報道されていたが，中国市場での日本企業の占有率

は伸びていない。国内は日本企業が独占しているものの，

中国においての日本企業の占有率の合計はわずか 4.2％
で，パナソニックの 1.4％がトップであった。中国外企業

のトップは Philips の 2.9％であった 5)。

表 1 に国内企業の出荷台数 5) を示す。グローバルで実績

のある企業，国内に強い企業と各社の特徴が分かれている。

本稿は，クリエイティブ・コモンズ表示 4.0 国際（CC BY 4.0）ライセンスの下に提供する（http://creativecommons.org/licenses/by/4.0/deed.ja）。

＊1 たなか　あつこ　信越ポリマー株式会社

〒331-0811　埼玉県さいたま市北区吉野町 1-406-1
E-mail: a_tanaka@shinpoly.co.jp

＊2 ほんだ　たかゆき　株式会社リコー

＊3 たかい　ふみひこ　株式会社パスコ

＊4 かわもと　あつこ　株式会社東芝　技術企画部　知的財産室

＊5 なかしま　いさむ　SUBARU テクノ株式会社

＊6 ほりこし　せつこ　中央光学出版株式会社　東京営業部

＊7 おがわ　たかし

＊8 にしかわ　ゆきえ　ギガフォトン株式会社

 （原稿受領　2022.3.31）

特集：特許調査を取り巻く技術の進展

「炊飯器」を題材に IP ランドスケープ手法を探る

～日本 EPI 協議会ワーキング活動紹介～

田中　厚子＊1，本田　孝行＊2，高井　史比古＊3，川本　敦子＊4，
中島　勇＊5，堀越　節子＊6，小川　隆司＊7，西川　幸江＊8

表 1　2018 年のメーカー別・地域別生産実績　（単位：千台）

― 1 ― 情報の科学と技術　72 巻 7 号，1～7（2022）



4．特許出願概況

主要 8 社の特許出願件数推移を図 1 に，ステイタス別

の件数を図 2 に示す。グローバル市場に強い他社 1 が出

願件数トップであり，続いて A 社，国内市場を牽引する

C 社と続く。権利継続中の件数で比較すると A 社がトッ

プとなる。

図 1　主要 8 社特許出願件数推移

図 2　主要 8 社ステイタス別特許出願件数

5．A 社炊飯器事業の戦略分析

A 社はデザイン的にも先進的であり，新機能で炊飯器業

界に数々のインパクトを与えてきた。その A 社の動向を

調査するとともに，業界内でのポジション，戦略の分析を

行った。

5.1　外部環境調査

業界構造について，5 フォース分析で確認および理解を

進めた。「代替」はパックご飯，中食・外食，圧力鍋，炊

飯鍋，白米以外の主食，「新規参入者」は，アイリスオー

ヤマ，愛知ドビ－，BALMUDA，中国・欧州メーカー，キー

となる「サプライヤ」は，OEM 先，内釜材料メーカー，

内釜の加工メーカー，部品メーカーなどが挙げられた。

5.2　製品情報調査

A 社の製品の特徴を把握するために，主要メーカーの製

品情報をインターネットで収集し比較を行った。

5.2.1　フラグシップモデル調査

各社の技術が集結されたフラグシップモデルに注目し，

機能，訴求ポイントを調査した。これらは発売直後の店頭

価格で 10 万円を上回る機種となる。

各社，内釜材料（鉄，土鍋，SUS，炭），コーティング

材料（Al，フッ素，炭コート），炊飯方式（マイコン式，

圧力 IH，IH），加熱方法，蒸気カットなどの付加機能に

独自性が見られた。金属系の内釜を採用する会社が多い

中，A 社は純度 99.9％の炭釜を採用している。

5.2.2　価格調査

価格比較で知られている価格.com（https://kakaku.
com/）のデータを活用し，製品情報の調査を行った。価

格はもちろんのこと，炊飯量，炊飯方式，内釜材料，内釜

の厚さ，消費電力，機能などの仕様情報が提供されている。

ちなみに，2022 年 2 月現在，調理機能の項目などが追加

されていた。

発売時期過去 24 ヶ月以内，主要メーカー 8 社を選択し

検索を行い，表示された一覧表を Excel に貼り付け，ピボッ

トテーブルを利用して各種集計を行った。

図 3 にはボリュームゾーンである 5.5 合炊きの価格ポジ

ショニングマップを示す。横軸に平均価格，縦軸に機種数，

丸の大きさに最高価格を設定した。価格帯が比較的高い A
社，機種数の多い B 社，C 社と各社の傾向が把握できた。

図 3　ボリュームゾーンの価格ポジショニングマップ

炊飯方式は，「マイコン式」，「IH」，「圧力 IH」と分類

され，大半の会社が複数の方式を採用する中，A 社は唯一

IH のみの採用であり，ターゲットを集中していることが

分かった。

5.3　特許情報分析

製品情報調査と並行して国内特許情報の分析を行った。

具体的には，出願数および保有数を概観するとともに，A
社の製品の特徴である炭釜関連技術についてその内容を分

析した。

5.3.1　出願数および保有数

図 1 で示したように，国内における A 社の炊飯器分野

での出願数は 2008～2010 年のピーク期を経て減少傾向に

ある。ただし，減少傾向は比較的緩やかで上位を維持して

いる。また，分析時点において炊飯器分野での A 社の特

許保有数（権利継続中）は 1 位である。
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これより，A 社が炊飯器分野においては技術力を重視し

ていると考えられる。

5.3.2　炭釜関連技術の特許分析

上述したように，A 社の内釜はその材質に特徴がある。

A 社の国内特許出願を加熱調理器の材質に関する分類

「4B055 FB11」と請求項のキーワード「カーボン＋黒鉛＋

炭素」で絞り込んで炭釜関連集合とした。さらに特許公報

を読み込み技術分類を付与した。具体的には，その材料や

製造方法に係る「材料・製法」，炭釜の形状や保護部材に

係る「炭釜関連」，塗装材，被塗装物，塗装方法などに係

る「コーティング」および「その他」の 4 つに分類した。

炭釜関連集合の半数以上を占める「材料・製法」と「コー

ティング」の出願登録率は約 94％と非常に高く権利化意

識が高いことがわかった。

その他，次の 2 点の気づきを得た。

・「材料・製法」と「コーティング」の 90％以上が一人の

発明者によるもの

・「材料・製法」と「コーティング」の引用文献の多くが

A 社のもの

前者については，Web 情報から該当する発明者が A 社

の研究所員であることが分かった。炊飯器分野での A 社

の強みのひとつが研究部門と開発部門の連携力であると考

えられる。

後者については次節に示す分析を行った。

5.3.3　引用分析

A 社の特許に対する引用文献が A 社のものに偏ってい

ることを定量的に評価するべく，「自社引用率」と「他社

引用率」をそれぞれ横軸と縦軸とするグラフを作成し主要

8 社で比較した。なお，分析対象は国内の炊飯器分野全体

とした。

A 社を例に計算方法を示す。

図 4　自社・他社引用率

この分析では，自社引用率が高いとオリジナル度が高

く，自社引用率が低いと汎用性が高いと考えられる。また，

他社引用率が高いほど他社牽制力が高いと考えられる。図

4 から，A 社の自社引用率は明らかに他社より高く，オリ

ジナル度が高いであろうことが読み取れる。

5.4　意匠出願動向

A 社はデザイン研究所を有しており，デザインにも強い

こだわりがあると仮説を立てた。調査分析を行ったとこ

ろ，意匠出願数は他社と比較して一番多く，また秘密意匠

制度も活用していることがわかった。

また，特筆すべき事項として，特許発明者の中にデザイ

ン研究所所属の人が含まれていた。さらに，全ての出願に

おいて特許・意匠の発明者・創作者に一定程度の重なりが

あることから，研究開発部門とデザイン部門の協力体制が

強いことがうかがわれる。（図 5 参照）

図 5　発明者と発明者＆創作者の割合推移

5.5　A 社の事業戦略

製品情報分析の結果から，IH 方式に特化し，比較的高

い価格帯の製品ラインナップとしていることが分かった。

特許・意匠情報の分析結果から，技術力とデザインを重

視し，研究部門・開発部門・デザイン部門の連携力を背景

に独自性の高い技術とデザインを生み出し，特許と意匠で

製品を保護していると考えられた。

これらより，A 社は国内炊飯器市場において，知財で参

入障壁を築いた技術力とデザインによって付加価値を高

め，独自ポジションを維持する戦略を採っていると推測さ

れる。

6．B 社の炊飯器事業戦略検討

B 社の炊飯器事業の戦略検討において，どのような分析

アプローチを行ったかを説明する。

6.1　炊飯器事業を取り巻く状況の分析

世の中の動向やコロナによる生活様式の変化等から B
社の炊飯器事業を取り巻く市場の状況を調査した。

6.1.1　炊飯器市場を取り巻く外部要因

厚生労働省の報告書 6) 等より炊飯器市場に及ぼす影響

を整理した。

（1）家族類型別構成において，いわゆる「おひとりさま」

と言われる単独世帯の割合が急激に増加していることが

分かった。
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（2）コロナ禍において，2020 年 5 月に厚生労働省が新し

い生活様式の一つの実践例を公表した 7)。それによる

と，食事は「料理に集中，おしゃべりは控えめに」と食

事中の語らいを避け，目の前に出された料理に集中する

ことを奨励している。

6.1.2　市場の方向性

6.1.1 より市場の方向性について以下のように推測した。

（1）「新しい生活様式」では「料理に集中する」というこ

とから今後，より味・旨さを追求した調理家電が求めら

れるようになる。

（2）さらに「テレワーク」（在宅勤務）を奨励しており，「お

ひとりさま」は料理などに費やすプライベートな時間が

増える環境になる。

（3）テレワーク，オンライン会議の活用は企業にもコス

トメリットが大きいため，コロナ禍後も継続される。

（4）したがって，「おひとりさま」をターゲットとした商

品，特に「手軽さ」より「美味しさ」を追求した調理家

電が今後更に望まれる。

6.2　B 社の炊飯器事業の動向の分析

6.2.1　B 社の炊飯器事業

炊飯器事業に関する情報を収集し，分析した。

（1）炊飯器のラインナップ

B 社は販売中の機種数が，調査対象会社中もっとも多い。

また，A 社，C 社は“3.5 合炊き”が一番小さいが，B 社

は“3.0 合炊き”がラインナップされている。

（2）炊飯器のフラグシップモデルの特徴

最新フラグシップモデルは「“かまど”でお米を炊くよ

うな，大火力を利用して激しく複雑な対流を起こして炊き

上げることで，一粒一粒までふっくら炊き上げる」が特徴

で，“4.0 合炊き”からラインナップされている。

なお，A 社，C 社のフラグシップモデルは“3.5 合炊き”

からのラインナップとなる。

6.2.2　B 社の炊飯器事業の方向性

前節より B 社の炊飯器事業の方向性について以下のよ

うに推測した。

（1）「ふっくら炊き上げる」ことでおいしさを追求してい

る。

（2）“3.0 合炊き”をラインナップに加えていることから，

「おひとりさま」をターゲットとして意識している。

6.3　特許情報を利用した分析

6.3.1　 炊飯器の国内外特許出願傾向と最新フラグシップ

モデル製品の発売時期

B 社の炊飯器に関する国内と海外の特許出願の件数推移

を図 7 に示す。国内に比べ，海外への出願件数は少ない

状況である。このため日本では特許群を形成しているが，

海外では特許群を形成するまでには至っていない。

また，最新のフラグシップモデル製品（プレミアム対

流）の発売時期（図 7 内に明示）の直近において出願件

数の増加傾向が見られる。このことよりプレミアム対流な

ど強みとなる重要な技術は複数の特許を出願していると推

測される。

図 7　 国内外の特許出願件数推移と最新フラグシップモデル製品

の発売時期

6.3.2　フラグシップモデルを支える特許構築

B 社の炊飯器分野の特許を読み込み，フラグシップモデ

ルで PR した機能と照らし合わせたところ，その機能がほ

ぼ特許化されていることが判明した。そこで改めて B 社

の炊飯器に関する特許集合から課題と解決手段をチャート

化した。その結果を図 8 に示す。

図 8　B 社における課題・解決手段への対応

この図から，B 社は美味しさ・旨さをありとあらゆる方

法で実現していることに加え，ユーザーの利便性を考慮し

図 6　家族類型別の構成割合推移
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た構造を目指していることが判明した。一方，小型化につ

いてはまだ注力する余地が残っており，特にコイルについ

ては小型化の課題を解決する特許が出願されていない。

6.3.3　強み技術の特許群の構築

主力製品を支える基本特許からみた特許群構築状況を図

9 に示す。基本特許の要約の課題をベースに類似特許検索

を実施し，2000 年以降の類似上位 225 件について類似特

許群として可視化した。この図から基本特許とその周辺に

は B 社特許が位置し，破線内のスペースには他社特許が

存在しないため，B 社基本特許の独自性が高い技術である

と推測できる。このことから，他社参入障壁となる強固な

特許群を形成しており，フラグシップモデルの特徴（強み

技術）に関する特許は他社が容易に真似できない状況と

なっていることが分かった。

図 9　主力製品を支える特許群構築状況

6.4　B 社炊飯器事業戦略の検討結果

6.2～6.3 節を踏まえて検討した結果，B 社が今後取るべ

き炊飯器事業戦略は以下の通りとした。

（1）フラグシップモデルとして単独世帯向けに“3.0 合炊

き”を追加して，他社との差別化を図る。具体的には，

小型化に必要なキー技術を開発する。

（2）海外拡販戦略のために海外市場国での特許群を構築

する知財戦略を策定し実行する。

7．C 社の炊飯器事業戦略検討

C 社の炊飯器事業の戦略検討において，どのような分析

アプローチを行ったかを説明する。

7.1　C 社の炊飯器事業を取り巻く状況の分析

ネット情報や市場レポート等から C 社の炊飯器事業を

取り巻く状況を調査した。

7.1.1　炊飯器市場の動向の分析

炊飯器の生産・販売に関する国内外の状況と米食に関す

る情報を収集し，分析した。

（1）当該製品分野のグローバル市場レポート等から，中

国等アジアの米食国，健康志向の欧米等の市場が拡大す

る中，中国・韓国メーカーがシェアを拡大している。C
社はグローバルシェアトップ 10 圏外である。

（2）当該製品分野の国内統計データ等から，国内におい

て炊飯器は美味しさ追求がメイントレンドとなってい

る。一方で，日本では米食そのものが減少している上に，

中食や外食の増加により，家庭での炊飯機会が減少して

いる。また，手軽なパックご飯の出荷数が増加している。

7.1.2　C 社の事業状況・特許状況

C 社の事業および知的財産に関する情報を収集し，分析

した。

（1）C 社および競合 B 社のサイトおよびネット情報を元

に，事業規模や製品群の比較を行った。C 社と B 社は

製品群が酷似するが，事業規模は B 社の約半分と推定

され，炊飯器のシェアも下回っている。

（2）日本の特許および意匠データベースを用いて，C 社お

よび競合企業の出願状況を調査した結果，C 社は事業規

模で上回る B 社より特許・意匠の出願件数が多い。

（図 1，図 2 参照）

7.1.3　SWOT 分析

市場動向等の調査結果を整理し，SWOT 分析のフレー

ムワークに当てはめた。

表 2　SWOT 分析結果

7.2　市場ニーズ発掘のための独自調査

ネット上のコンテンツ情報を対象にしたテキストマイニ

ングにより市場ニーズを発掘するための独自調査を行っ

た。なお，以下に紹介する二例は，ともに Google 検索結

果の一覧のテキストデータを「User Local テキストマイ

ニングツール」注 2) を用いて分析したものである。

7.2.1　炊飯器のトレンド変遷の分析

「炊飯器　最新」のキーワード検索を更新日付指定で年

代に分けて行い，トレンドの変化を分析した。その結果，

この 10 年間で特徴的なワードが，「省エネ→高級志向→

こだわる・楽しい・賢い」に変化していることがわかった。

図 10 は直近 1 年間（2019 年 10 月当時）のネット情報の

ワードクラウドだが，他の年代のワードクラウドには見ら

れない傾向として，「新米，玄米，幅広い」とともに「こ

だわる，楽しい，賢い」というワードが抽出されており，

個人の嗜好に沿った炊飯に関心が高いことが伺える。
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7.2.2　一人世帯におけるご飯に関する分析

「一人暮らし　ご飯」のキーワード検索を行い，頻出ワー

ドを分析した結果，図 11 に示すように一人世帯でも炊飯

器や電子レンジを使用して自炊をしており，簡単・節約・

食費等に関心があることがわかった。

図 11　一人暮らしのご飯ネット情報

7.3　方向性の検討

SWOT 分析と独自調査の結果をもとに，戦略の方向性

として，C 社は老舗炊飯器メーカーとして，日本市場向け

に美味しさを追求した製品展開を継続するとともに，市場

のニーズを捉え，収益拡大に繋がる製品についても強化す

べきとした。具体的な製品ジャンルは以下の通りとなる。

（1）高級炊飯器

（2）炊飯以外の調理機能を有する製品

（3）少人数向け・手間いらず・低価格の製品

7.4　自他社製品の比較

前節での検討をさらに深めるために，自他社の炊飯器及

び炊飯以外の調理機器の製品情報を収集し，整理した。（表

3 参照）

まず，炊飯以外の調理機能について調べた結果，他社は

既に炊飯器以外の多機能調理器を市場投入しているが，C
社は対象製品がないこと，炊飯器の調理機能は簡素化がト

レンドであること，同時調理機能付き炊飯器は C 社の独

自製品であること等がわかった。

また，各社の炊飯器は内釜の素材に特徴があるが，C 社

が採用している土鍋は調理に制約があることがわかり（表

4 参照），炊飯器と調理機器はそれぞれ異なる技術課題の

検討が必要であることがわかった。

7.5　C 社炊飯器事業戦略の検討結果

7.3 節と 7.4 節を踏まえて検討した結果，C 社が今後取

るべき炊飯器事業戦略は以下の通りとした。

（1）C 社の高級炊飯器は特徴である土鍋の性質を活かし

て，今後も美味しさを追求する。

（2）一方，土鍋は性質上，多機能調理器への適用が難しく，

また既に他社が参入済みであることから後発で参入する

のは望ましくない。

（3）世の中の少人数向け，手間いらずというニーズに，C
社の同時調理機能付き炊飯器は適合していることから，

当該製品を強化することが望ましい。

7.6　事業戦略検討のための分析を通して

C 社の炊飯器事業戦略を検討する中で，ネット情報のテ

キストマイニングにより顧客のニーズに関する気づきを得

ることができ，有効な一手法だとの感触を得た。

8．活動を通して感じたこと

IP ランドスケープは，試行錯誤の時間が大変多いと感

じた。仮説・検証と一直線にいくことは難しく，いろいろ

な方向で知財情報と非知財情報の調査分析を重ね，取捨選

択を繰り返す。そうしていくうちに，情報と情報の結びつ

きや関連性が見えることや，時にはひらめきによって仮説

と検証が浮かび上がることもあった。悩んで立ち止まるよ

り，まずは手当たり次第情報にあたり，分析してみる，そ

して議論してみる事が重要であると気づかされた。

9．おわりに

日本 EPI 協議会は，特許情報を中心に，分析手法，ツー

ル情報，データ構造などについて，幅広く情報交換する場

図 10　直近 1 年の最新炊飯器ネット情報

表 3　各社の調理機器の比較

表 4　内釜の素材の特徴
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として，「give & take」をモットーに活動を続け，40 周

年を迎えた。

定期的に会合を開催し，知財に関する最新情報を共有す

るとともに，毎年 2～3 テーマについて共同で調査研究を

行っている。最近扱ったテーマとしては，

・ファミリー特許の定義に関する調査

・特許生死情報のツール比較

・テキストマイニングツールの情報収集

・ビジネスデータベースについての研究

などがあげられる。

現在，定例会の WEB 開催に対応したことより，場所を

問わず参加が可能となった。共に活動していただける仲間

を募集中である。
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